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扶桑町議会議案第５２号 

 

 

 

 

 

扶桑町手数料条例の一部を改正する条例について 

 

 

 

 

扶桑町手数料条例の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

 

 

      令和 ８ 年 ９ 月 １ 日提出 

 

       愛知県丹羽郡扶桑町長 鯖 瀬   武 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

  多機能端末機において所得証明等の取得が可能になることに伴い、条例を

改正したいので提案します。 
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扶桑町手数料条例の一部を改正する条例 

 

扶桑町手数料条例（昭和３３年扶桑町条例第１号）の一部を次のように改正

する。 

第２条の見出しを「（徴収事項及び金額）」に改め、同条中「の額」を「を

徴収する事項及び金額」に改める。 

第３条を次のように改める。 

（徴収の時期等） 

第３条 手数料は、前条に規定する事項についての申請、交付又は閲覧の際、

申請者から徴収する。ただし、町長が適当と認める場合は、別に定める時期

に手数料を徴収することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、多機能端末機（本町の電子計算機と電気通信回

線により接続された端末機で、利用者が利用者証明用電子証明書（電子署名

等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成１４

年法律第１５３号）第２２条第１項に規定する個人番号カード用利用者証明

用電子証明書又は同法第３５条の２第１項に規定する移動端末設備用利用者

証明用電子証明書をいう。）を使用して暗証番号の入力その他必要な操作を

することにより、自動的に証明等の交付申請の受付及びその交付をする機能

を有するものをいう。以下同じ。）により証明等を交付した場合は、交付の

際に申請者から手数料を徴収したものとみなす。 

３ 手数料は、その納付後に申請事項を取り消し、又は変更した場合において

も還付しない。 

４ 前条に規定する事項について、交付の際に送付に要する費用が生じる場合

は、その実費に相当する額を前条に規定する金額のほかに申請者から徴収す

る。 

第４条を第５条とし、第３条の次に次の１条を加える。 

（免除） 

第４条 手数料は、次の各号のいずれかに該当するものについては、第２条の

規定にかかわらず徴収しない。ただし、多機能端末機により徴収する手数料

については、この限りでない。 

(1) 法令の規定により無料で取扱いをしなければならないもの 

(2) 官公署が事務上の必要から請求するもの 

(3) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定により保護を受けてい
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る者が直接必要とするため申請するもの 

(4) 公的年金給付の受給権者の生存に関するもので、その者の戸籍又は住民

票の記載事項の証明をするもの 

(5) 前各号に掲げるもののほか、町長（行政不服審査法（平成２６年法律第

６８号）第３８条の規定に基づき審理員（同法第９条第３項の規定により

読み替える場合にあっては審査庁、他の法律において準用する場合にあっ

ては当該法律の規定により読み替えられたもの。以下この号において同

じ。）が行う提出書類等の写し等の交付にあっては当該審理員、同法第

８１条の規定に基づき同条の機関が行う主張書面等の写し等の交付にあっ

ては当該機関）が特別の事情があると認めたもの 

別表中「別表」を「別表（第２条関係）」に、「 

種類 単位 
金額（単位

円） 
備考 

町税に関する証明 １枚 ２００ １年度１税目１

納税義務者をも

っ て １ 枚 と す

る。（併せて賦

課し、徴収する

税目にあっては

１ 税 目 と す

る。） 

固定資産課税台帳に記載されてい

る事項の証明書 

１枚 ２００ １年度１納税義

務者をもって１

枚とする。 

固定資産課税台帳の閲覧 １件 ２００ １年度１納税義

務者をもって１

件とする。 

事業に関する証明 １枚 ２００  

住宅用家屋証明申請手数料 １件 １，３００  
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公簿、図面に関する証明 １枚 ２００  

公簿、図面に関する閲覧 １件 ２００ 公簿は１冊、図

面は１面をもっ

て１件とする。 

臨時運行許可申請手数料 １両 ７５０  

戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍

証明書 

１通 ４５０  

戸籍電子証明書提供用識別符号 １件 ４００ 情報通信技術を

活用した行政の

推進等に関する

法律（平成１４

年法律第１５１

号）第７条第１

項の規定により

同法第６条第１

項に規定する電

子情報処理組織

を使用する方法

（総務省令で定

め る も の に 限

る。以下この項

及び除籍電子証

明書提供用識別

符号の項におい

て同じ。）によ

り戸籍電子証明

書提供用識別符

号の発行を行う

場合（当該発行
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に係る戸籍電子

証明書の請求が

同条第１項の規

定により同項に

規定する電子情

報処理組織を使

用する方法によ

り行われた場合

に限る。）にお

ける当該発行及

び戸籍電子証明

書提供用識別符

号の発行に係る

戸籍電子証明書

の請求を行う者

が同時に当該戸

籍電子証明書が

証明する事項と

同一の事項を証

明する戸籍の謄

本若しくは抄本

又は戸籍証明書

の請求を行う場

合における当該

発行を除く。） 

除かれた戸籍の謄本若しくは抄本

又は除籍証明書 

１通 ７５０  

除籍電子証明書提供用識別符号 １件 ７００ 情報通信技術を

活用した行政の

推進等に関する

法律第７条第１
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項の規定により

同法第６条第１

項に規定する電

子情報処理組織

を使用する方法

により除籍電子

証明書提供用識

別符号の発行を

行う場合（当該

発行に係る除籍

電子証明書の請

求が同項の規定

により同項に規

定する電子情報

処理組織を使用

する方法により

行われた場合に

限る。）におけ

る当該発行及び

除籍電子証明書

提供用識別符号

の発行に係る除

籍電子証明書の

請求を行う者が

同時に当該除籍

電子証明書が証

明する事項と同

一の事項を証明

する除かれた戸

籍の謄本若しく

は抄本又は除籍

証明書の請求を
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行う場合におけ

る当該発行を除

く。） 

」を「 

事項 単位 
金額（単位

円） 
備考 

所得証明又は課税証明若しくは非

課税証明 

１件 ２００ 多機能端末機に

よる交付の場合

にあっては、１

件につき１００

円とする。 

町税その他公課に関する証明のう

ち、所得証明、課税証明及び非課

税証明を除くもの 

１件 ２００  

固定資産課税台帳に記載されてい

る事項の証明 

１件 ２００ １年度１納税義

務者をもって１

件とする。 

固定資産課税台帳の閲覧 １件 ２００ １年度１納税義

務者をもって１

件とする。 

事業に関する証明 １件 ２００  

住宅用家屋証明 １件 １，３００  

公簿又は図面に関する証明 １件 ２００  

公簿又は図面に関する閲覧 １件 ２００ 公簿は１冊、図

面は１面をもっ

て１件とする。 
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臨時運行許可 １両 ７５０  

戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍

証明書 

１件 ４５０  

戸籍電子証明書提供用識別符号 １件 ４００ 情報通信技術を

活用した行政の

推進等に関する

法律（平成１４

年法律第１５１

号）第７条第１

項の規定により

同法第６条第１

項に規定する電

子情報処理組織

を使用する方法

（総務省令で定

め る も の に 限

る。以下この項

及び除籍電子証

明書提供用識別

符号の項におい

て同じ。）によ

り戸籍電子証明

書提供用識別符

号の発行を行う

場合（当該発行

に係る戸籍電子

証明書の請求が

同条第１項の規

定により同項に

規定する電子情

報処理組織を使
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用する方法によ

り行われた場合

に限る。）にお

ける当該発行及

び戸籍電子証明

書提供用識別符

号の発行に係る

戸籍電子証明書

の請求を行う者

が同時に当該戸

籍電子証明書が

証明する事項と

同一の事項を証

明する戸籍の謄

本若しくは抄本

又は戸籍証明書

の請求を行う場

合における当該

発行を除く。 

除かれた戸籍の謄本若しくは抄本

又は除籍証明書 

１件 ７５０  

除籍電子証明書提供用識別符号 １件 ７００ 情報通信技術を

活用した行政の

推進等に関する

法律第７条第１

項の規定により

同法第６条第１

項に規定する電

子情報処理組織

を使用する方法

により除籍電子
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証明書提供用識

別符号の発行を

行う場合（当該

発行に係る除籍

電子証明書の請

求が同項の規定

により同項に規

定する電子情報

処理組織を使用

する方法により

行われた場合に

限る。）におけ

る当該発行及び

除籍電子証明書

提供用識別符号

の発行に係る除

籍電子証明書の

請求を行う者が

同時に当該除籍

電子証明書が証

明する事項と同

一の事項を証明

する除かれた戸

籍の謄本若しく

は抄本又は除籍

証明書の請求を

行う場合におけ

る当該発行を除

く。 

」に、「 

届出・申請の受理若しくは届出書 １通 ３５０  
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その他の書類の記載事項証明書又

は届書等情報の内容の証明書 

上質紙を用いた婚姻、離婚、養子

縁組、養子離縁又は認知の届出の

受理証明 

１通 １，４００  

届出その他の書類の閲覧又は届書

等情報の内容を表示したものの閲

覧 

１件 ３５０  

住民票の写し １通 ２００ 多 機 能 端 末 機

（本町の電子計

算組織と電気通

信回線で接続さ

れた端末機であ

って各種証明書

が印刷されるも

のをいう。以下

同じ。）により

交付を受ける場

合にあっては、

それぞれ１通に

つき１００円と

する。 

戸籍の附票の写し １枚 ２００  

」を「 

戸籍に関する届出若しくは申請の

受理証明、届書等に記載した事項

に関する証明又は届書等情報の内

容の証明 

１件 ３５０  
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上質紙を用いた婚姻、離婚、養子

縁組、養子離縁又は認知の届出の

受理証明 

１件 １，４００  

戸籍法（昭和２２年法律第２２４

号 ） 第 ４ ８ 条 第 ２ 項 （ 同 法 第

１１７条において準用する場合を

含む。）の書類又は届書等情報の

内容を表示したものの閲覧 

１件 ３５０  

住民票の写し １件 ２００ 多機能端末機に

よる交付の場合

にあっては、１

件につき１００

円とする。 

戸籍の附票の写し １件 ２００  

」に、「 

住民票記載事項証明 １枚 ２００  

身元に関する証明 １枚 ２００  

印鑑登録証明 １枚 ２００ 多機能端末機に

より交付を受け

る場合にあって

は、それぞれ１

枚につき１００

円とする。 

住民票の写し等交付事実証明 １枚 ２００  

」を「 

住民票記載事項証明 １件 ２００  
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身元に関する証明 １件 ２００  

印鑑登録証明 １件 ２００ 多機能端末機に

よる交付の場合

にあっては、１

件につき１００

円とする。 

住民票の写し等交付事実証明 １件 ２００  

」に、「、農地台帳記録事項要約書」を「又は農地台帳記録事項要約書」に、

「農地台帳及び農地台帳記録事項要約書は１枚」を「１筆」に改め、「（平成

２６年法律第６８号）」を削り、「第３８条第１項」の次に「（同法第９条第

３項において読み替えて適用する場合及び他の法律において準用する場合を含

む。）の規定」を、「提出書類等」の次に「又は同法第８１条第３項において

準用する同法第７８条第１項の規定に基づく主張書面等」を加え、「写しの」

を「写し等の」に、「日本工業規格Ａ３判」を「日本産業規格Ａ列３番」に、

「日本工業規格Ｂ４判」を「日本産業規格Ｂ列４番」に改める。 

 

附 則 

１ この条例は、令和９年１月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の扶桑町手数料条例の規定は、この条例の施行の日

以後の申請による事務に係る手数料について適用し、同日前の申請による事

務に係る手数料については、なお従前の例による。 
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扶桑町手数料条例の一部改正新旧対照表 

新 旧 

（徴収事項及び金額） （手数料の額） 

第２条 手数料を徴収する事項及び金

額は、別表のとおりとする。 

 

第２条 手数料の額は、別表のとおり

とする。 

 

（徴収の時期等） （手数料の徴収） 

第３条 手数料は、前条に規定する事

項についての申請、交付又は閲覧の

際、申請者から徴収する。ただし、

町長が適当と認める場合は、別に定

める時期に手数料を徴収することが

できる。 

第３条 手数料は、閲覧、照合、証明

及び謄本、抄本又はその他請求のあ

ったときこれを徴収する。ただし、

次に掲げるものは徴収しない。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ (1) 法令の規定により取扱うもの 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(2) 本町の住民で現に公費の扶助を

受けるもの又は手数料を納めるこ

とができないと認めるもの 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

(3) 営利の目的にあらずして公益の

ためにするもの 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ (4) 官公署より請求があったもの 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿ 

(5) 公務員が職務上の必要で請求し

たもの 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(6) 厚生年金保険法（昭和２９年法

律第１１５号）及び国民年金法

（昭和３４年法律第１４１号）そ

の他の法令で定めるものにあって

公的年金給付の受給権者の生存に

係る戸籍に関する証明 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(7) 公的年金給付の受給権者の生存

に係る住民基本台帳に関する証明 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(8) 地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）第４１６条第３項又は第
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新 旧 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

４１９条第８項の規定により公示

した期間において納税義務者の閲

覧に供するもの 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿ 

(9) その他特に町長が必要と認めた

もの 

２ 前項の規定にかかわらず、多機能

端末機（本町の電子計算機と電気通

信回線により接続された端末機で、

利用者が利用者証明用電子証明書

（電子署名等に係る地方公共団体情

報システム機構の認証業務に関する

法律（平成１４年法律第１５３号）

第２２条第１項に規定する個人番号

カード用利用者証明用電子証明書又

は同法第３５条の２第１項に規定す

る移動端末設備用利用者証明用電子

証明書をいう。）を使用して暗証番

号の入力その他必要な操作をするこ

とにより、自動的に証明等の交付申

請の受付及びその交付をする機能を

有するものをいう。以下同じ。）に

より証明等を交付した場合は、交付

の際に申請者から手数料を徴収した

ものとみなす。 

 

３ 手数料は、その納付後に申請事項

を取り消し、又は変更した場合にお

いても還付しない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

４ 前条に規定する事項について、交

付の際に送付に要する費用が生じる

場合は、その実費に相当する額を前

条に規定する金額のほかに申請者か

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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ら徴収する。 

 

＿＿＿＿＿＿ 

 

（免除） ＿＿＿＿ 

第４条 手数料は、次の各号のいずれ

かに該当するものについては、第２

条の規定にかかわらず徴収しない。

ただし、多機能端末機により徴収す

る手数料については、この限りでな

い。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿ 

(1) 法令の規定により無料で取扱い

をしなければならないもの 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿ 

(2) 官公署が事務上の必要から請求

するもの 

 

(3) 生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）の規定により保護を受

けている者が直接必要とするため

申請するもの 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿ 

(4) 公的年金給付の受給権者の生存

に関するもので、その者の戸籍又

は住民票の記載事項の証明をする

もの 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(5) 前各号に掲げるもののほか、町

長（行政不服審査法（平成２６年

法律第６８号）第３８条の規定に

基づき審理員（同法第９条第３項

の規定により読み替える場合にあ

っては審査庁、他の法律において

準用する場合にあっては当該法律

の規定により読み替えられたも

の。以下この号において同じ。）

が行う提出書類等の写し等の交付
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にあっては当該審理員、同法第８

１条の規定に基づき同条の機関が

行う主張書面等の写し等の交付に

あっては当該機関）が特別の事情

があると認めたもの 

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（過料） （過料） 

第５条 （略） 第４条 （略） 
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新 

別表（第２条関係） 

事項 単位 

金 額

（ 単 位

円） 

備考 

所得証明又は課税証明若しくは非課税証明 １件 200 多機能端末機に

よる交付の場合

にあっては、１

件につき 100円

とする。 

町税その他公課に関する証明のうち、所得証明、課税

証明及び非課税証明を除くもの 

１件 200  

固定資産課税台帳に記載されている事項の証明 １件 200 １年度１納税義

務者をもって１

件とする。 

固定資産課税台帳の閲覧 １件 200 １年度１納税義

務者をもって１

件とする。 

事業に関する証明 １件 200  

住宅用家屋証明 １件 1,300  

公簿又は図面に関する証明 １件 200  

公簿又は図面に関する閲覧 １件 200 公簿は１冊、図

面は１面をもっ

て１件とする。 

臨時運行許可 １両 750  
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戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍証明書 １件 450  

戸籍電子証明書提供用識別符号 １件 400 情報通信技術を

活用した行政の

推進等に関する

法律（平成14年

法律第 151号）

第７条第１項の

規定により同法

第６条第１項に

規定する電子情

報処理組織を使

用する方法（総

務省令で定める

ものに限る。以

下この項及び除

籍電子証明書提

供用識別符号の

項 に お い て 同

じ。）により戸

籍電子証明書提

供用識別符号の

発行を行う場合

（当該発行に係

る戸籍電子証明

書の請求が同条

第１項の規定に

より同項に規定

する電子情報処

理組織を使用す

る方法により行
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われた場合に限

る。）における

当該発行及び戸

籍電子証明書提

供用識別符号の

発行に係る戸籍

電子証明書の請

求を行う者が同

時に当該戸籍電

子証明書が証明

する事項と同一

の事項を証明す

る戸籍の謄本若

しくは抄本又は

戸籍証明書の請

求を行う場合に

おける当該発行

を除く。 

除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は除籍証明書 １件 750  

除籍電子証明書提供用識別符号 １件 700 情報通信技術を

活用した行政の

推進等に関する

法律第７条第１

項の規定により

同法第６条第１

項に規定する電

子情報処理組織

を使用する方法

により除籍電子
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証明書提供用識

別符号の発行を

行う場合（当該

発行に係る除籍

電子証明書の請

求が同項の規定

により同項に規

定する電子情報

処理組織を使用

する方法により

行われた場合に

限る。）におけ

る当該発行及び

除籍電子証明書

提供用識別符号

の発行に係る除

籍電子証明書の

請求を行う者が

同時に当該除籍

電子証明書が証

明する事項と同

一の事項を証明

する除かれた戸

籍の謄本若しく

は抄本又は除籍

証明書の請求を

行う場合におけ

る当該発行を除

く。 

戸籍に記載した事項に関する証明 １件 350  
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除かれた戸籍に記載した事項に関する証明 １件 450  

戸籍に関する届出若しくは申請の受理証明、届書等に

記載した事項に関する証明又は届書等情報の内容の証

明 

１件 350  

上質紙を用いた婚姻、離婚、養子縁組、養子離縁又は

認知の届出の受理証明 

１件 1,400  

戸籍法（昭和22年法律第224号）第48条第２項（同法第

117条において準用する場合を含む。）の書類又は届書

等情報の内容を表示したものの閲覧 

１件 350  

住民票の写し １件 200 多機能端末機に

よる交付の場合

にあっては、１

件につき 100円

とする。 

戸籍の附票の写し １件 200  

住民票の閲覧 １件 200 閲覧簿１人を１

件とする。 

住民票記載事項証明 １件 200  

身元に関する証明 １件 200  

印鑑登録証明 １件 200 多機能端末機に

よる交付の場合

にあっては、１

件につき 100円

とする。 
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住民票の写し等交付事実証明 １件 200  

認知症高齢者等家族支援サービス事業の利用 １月 630以内 金額は、貸与機

器の種類に応じ

町長が定める。 

（略） 

農地台帳の閲覧又は農地台帳記録事項要約書の交付 １件 100 １筆をもって１

件とする。 

（略） 

行政不服審査法第38条第１

項（同法第９条第３項にお

いて読み替えて適用する場

合及び他の法律において準

用する場合を含む。）の規

定に基づく審査請求に係る

提出書類等又は同法第81条

第３項において準用する同

法第78条第１項の規定に基

づく主張書面等の写し等の

交付（電磁的記録に記録さ

れた事項を記載した書面の

交付を含む。） 

白黒で複写し、又は出力

したものを交付する場合 

日 本 産

業 規 格

Ａ 列 ３

番 以 下

の 大 き

さ の 用

紙 １ 枚

につき 

10 両面に複写し、

又は出力したも

のについては、

片面ごとに１枚

とする。 

カラーで複写し、又は出

力したものを交付する場

合 

日 本 産

業 規 格

Ｂ 列 ４

番 以 下

の 大 き

さ の 用

紙 １ 枚

につき 

50 

日 本 産

業 規 格

80 
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Ａ 列 ３

番 の 大

き さ の

用 紙 １

枚 に つ

き 
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旧 

別表 

種類 単位 

金 額

（ 単 位

円） 

備考 

町税に関する証明 １枚 200 １年度１税目１

納税義務者をも

っ て １ 枚 と す

る。（併せて賦

課し、徴収する

税目にあっては

１ 税 目 と す

る。） 

固定資産課税台帳に記載されている事項の証明書 １枚 200 １年度１納税義

務者をもって１

枚とする。 

固定資産課税台帳の閲覧 １件 200 １年度１納税義

務者をもって１

件とする。 

事業に関する証明 １枚 200  

住宅用家屋証明申請手数料 １件 1,300  

公簿、図面に関する証明 １枚 200  

公簿、図面に関する閲覧 １件 200 公簿は１冊、図

面は１面をもっ

て１件とする。 

臨時運行許可申請手数料 １両 750  



- 26 - 

 

旧 

戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍証明書 １通 450  

戸籍電子証明書提供用識別符号 １件 400 情報通信技術を

活用した行政の

推進等に関する

法律（平成14年

法律第 151号）

第７条第１項の

規定により同法

第６条第１項に

規定する電子情

報処理組織を使

用する方法（総

務省令で定める

ものに限る。以

下この項及び除

籍電子証明書提

供用識別符号の

項 に お い て 同

じ。）により戸

籍電子証明書提

供用識別符号の

発行を行う場合

（当該発行に係

る戸籍電子証明

書の請求が同条

第１項の規定に

より同項に規定

する電子情報処

理組織を使用す

る方法により行
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われた場合に限

る。）における

当該発行及び戸

籍電子証明書提

供用識別符号の

発行に係る戸籍

電子証明書の請

求を行う者が同

時に当該戸籍電

子証明書が証明

する事項と同一

の事項を証明す

る戸籍の謄本若

しくは抄本又は

戸籍証明書の請

求を行う場合に

おける当該発行

を除く。） 

除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は除籍証明書 １通 750  

除籍電子証明書提供用識別符号 １件 700 情報通信技術を

活用した行政の

推進等に関する

法律第７条第１

項の規定により

同法第６条第１

項に規定する電

子情報処理組織

を使用する方法

により除籍電子
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証明書提供用識

別符号の発行を

行う場合（当該

発行に係る除籍

電子証明書の請

求が同項の規定

により同項に規

定する電子情報

処理組織を使用

する方法により

行われた場合に

限る。）におけ

る当該発行及び

除籍電子証明書

提供用識別符号

の発行に係る除

籍電子証明書の

請求を行う者が

同時に当該除籍

電子証明書が証

明する事項と同

一の事項を証明

する除かれた戸

籍の謄本若しく

は抄本又は除籍

証明書の請求を

行う場合におけ

る当該発行を除

く。） 

戸籍に記載した事項に関する証明 １件 350  
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かれた戸籍に記載した事項に関する証明 １件 450  

届出・申請の受理若しくは届出書その他の書類の記載

事項証明書又は届書等情報の内容の証明書 

１通 350  

上質紙を用いた婚姻、離婚、養子縁組、養子離縁又は

認知の届出の受理証明 

１通 1,400  

届出その他の書類の閲覧又は届書等情報の内容を表示

したものの閲覧 

１件 350  

住民票の写し １通 200 多 機 能 端 末 機

（本町の電子計

算組織と電気通

信回線で接続さ

れた端末機であ

って各種証明書

が印刷されるも

のをいう。以下

同じ。）により

交付を受ける場

合にあっては、

それぞれ１通に

つき 100円とす

る。 

戸籍の附票の写し １枚 200  

住民票の閲覧 １件 200 閲覧簿１人を１

件とする。 

住民票記載事項証明 １枚 200  

身元に関する証明 １枚 200  
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印鑑登録証明 １枚 200 多機能端末機に

より交付を受け

る場合にあって

は、それぞれ１

枚につき 100円

とする。 

住民票の写し等交付事実証明 １枚 200  

認知症高齢者等家族支援サービス事業の利用 １月 630以内 金額は、貸与機

器の種類に応じ

町長が定める。 

（略） 

農地台帳の閲覧、農地台帳記録事項要約書の交付 １件 100 農地台帳及び農

地台帳記録事項

要約書は１枚を

もって１件とす

る。 

（略） 

行政不服審査法（平成26年

法律第68号）第38条第１項

に基づく審査請求に係る提

出書類等の写しの交付（電

磁的記録に記録された事項

を記載した書面の交付を含

む。） 

白黒で複写し、又は出力

したものを交付する場合 

日 本 工

業 規 格

Ａ ３ 判

以 下 の

大 き さ

の 用 紙

１ 枚 に

つき 

10 両面に複写し、

又は出力したも

のについては、

片面ごとに１枚

とする。 

カラーで複写し、又は出 日 本 工 50 
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力したものを交付する場

合 

業 規 格

Ｂ ４ 判

以 下 の

大 き さ

の 用 紙

１ 枚 に

つき 

日 本 工

業 規 格

Ａ ３ 判

の 大 き

さ の 用

紙 １ 枚

につき 

80 

 

 


